
　米国の金融危機に起因する世界的な景気後退に

より、日本国内の製造業にとって厳しい年度末に

なったとの声を耳にします。当地域にはこの製造

業に関連した各種の業界団体があります。そのう

ち名古屋市内に事務局を置く、ものづくり関連に

限れば２０団体程になります。

　ここでの「ものづくり関連」とは、「中小企業の

ものづくり基盤技術の高度化に関する法律（ものづ

くり高度化法）」が対象とする溶接、鋳造、組込ソ

フト、プラスチック成形といった２０分野の業界で

す。

　名古屋市工業研究所はこうしたものづくり関連

の業界団体との間で、平成１７年度から「技術力強化

推進会議」という名の連携会議を持ち、「ものづく

り基盤技術産業協働プログラム」という事業を実施

しています。会議は平成２１年１月時点で、中部エ

レクトロニクス振興会や愛知県鍍金工業組合など８

団体との間で開催しました。

　この「ものづくり基盤技術産業協働プログラム」

とは、行政と業界団体が共に協力して、産業振興の

ための課題解決を図る事業を言います。具体的に

は業界対応専門研修、団体共同研究、サポイン提案

支援などを行っています。

　「業界対応専門研修」とは、業界で必要とされる

教育課題について中堅技術者を対象に座学や実習

を含む研修を行うものです。今年度は７コースを

実施しています。

　次の「団体共同研究」とは、業界に共通して存在

する技術課題について、団体加盟企業の技術者と

名古屋市工業研究所の研究員が協力して研究する

ものです。この研究を２件行いました。

　最後の「サポイン」とはサポーティングインダス

トリーの略で、経済産業省の「戦略的基盤技術高度

化支援事業」の略称です。上述のものづくり高度化

法に関連した、国が行う提案公募型の研究開発支

援事業で、今年度事業の【一般枠】を例にとれば、

期間の上限は３年間、初年度研究費６千万円以下

というものでした。企業の方にとって公募要件や

手続きが複雑なため、その提案を側面からお手伝

いしています。

　今後は、市内に事務局を置く他の業界団体とも

連携を強化し、新たな技術力強化推進会議の開催

に向けて努力いたします。ご関心をお持ちの団体

におかれましては、是非ともご相談下さいますよ

うお願い申し上げます。

（主幹（ものづくり基盤技術支援）安田　良）
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　私たちの周囲には、音を発生するものがたくさ

んあります。全てが必要とされる音なら良いので

すが、これらは時として人を不快にさせる騒音に

もなります。

　音は、ついたてを立てたり、音源側や受音側を

囲ってしまうことで、かなり小さくすることがで

きます。これらの部材に要求される性能が、遮音

性能です。材料の遮音性能を表す数値には、音響

透過損失があり、単位はｄＢで、数値が大きくなる

ほど遮音性が優れていることを表します。周波数

によって値が変わるため、周波数帯域毎に測定さ

れ、比較・評価されることになります。

　また、音響透過損失をより簡単に、単一の数値

のみに変換した便利な評価値もあります。この数

値を求めるには、基準の周波数特性と比較する方

法や、平均値を使用する方法があります。

　さて、音響透過損失の測定は、ＪＩＳのＡ１４１６：２０００

に準じた測定方法が良く用いられます。二つの隣

接した測定室の隔壁として試験体を設置して、片

方を音源室、もう一方を受音室として二室の音圧

測定を行い、試験体を通してどの程度の音響パ

ワーが伝達されるかを推定します。使用される測

定室の形状には２種類あり、日本ではタイプⅠの

残響室がよく使用されてきました。残響室とは、

音が室内で反響して拡散音場に近づくようにした

不整形の特殊な部屋で、低周波数域に対応するた

めには１００～１５０�以上の大きさが必要とされます。

一方、海外では直方体の部屋に拡散板を置く方法

がよく用いられてきました。そのため現在では、

こちらもタイプⅡの測定室として、ＪＩＳにも採用さ

れています。

　また、新しい測定方法として、受音室側で試験

体から放射される音響インテンシティを測定し、

透過音のパワーを直接見積もる方法もＪＩＳの

Ａ１４４１－１：２００７に規格化されました。受音室に無

響室を使用するなど、従来と測定方法や使用設備

が異なっていますが、共通の注意点も多くありま

す。例えば、試験部材の実際の使用寸法が決まっ

ていないときには、試験体の大きさは１０�程度と

十分大きなものが望まれます。また、側路伝搬音

と呼ばれる別経路で伝わる音についても、影響が

小さいとはいえ注意を払う必要があります。

　大面積で使用されるような建築材料であれば、

これらの試験方法で音響透過損失を正確に測ると

よいのですが、大きな試験体を使用するため、時

間と費用がかかります。一方、建築用の小型部材

や自動車部材のように小さなものの測定や、多種

の材料について早くたくさん評価したいとき等に

は不向きと言えます。

　最近、小型建築部品を測定する方法が、ＪＩＳ規格

に登場しています。高遮音な隔壁に測定部材を取

り付けて測るため、測定方法は音響透過損失とほ

ぼ同様です。しかし遮音性の評価方法は異なり、

小型部材のみの音響透過損失として表されるので

はなく、面積が１０�で規準化された値になってい

ます。この数値を簡単に言い換えると、面積が１０�

で音の透過が無視できる高遮音な壁に小型部材が

取り付けられていると仮定した場合の壁全体の総

合透過損失を求めたものに相当することになりま

す。

　当所では、上記のような音響透過損失の本格的

な試験室は持ち合わせていませんが、工業部材の

遮音性能評価を手軽に行えるよう、簡易的な遮音

度の評価を行ってきました。６０㎝ ×６０㎝ の試験体

を使用し、透過音の音響インテンシティレベルを

測定して、試験体の有無によるレベル差で評価す

る簡便なものです。試験体が小さく、また簡略化

した手法のため音響透過損失を求めることはでき

ませんが、比較用として使用して頂いています。

興味のある方は、お気軽にお問い合わせください。

（電子計測研究室　山内　健慈）
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　当所では、サイエンスパーク研究成果活用型共

同研究開発事業として、六方晶窒化ホウ素（ｈ-ＢＮ）

を主原料として用いた耐熱性に優れたマシナブル

セラミックスの製造技術を開発しています。従来

手法よりも低コストで、環境負荷を大幅に削減し

た製造技術の確立を目指しています。

マシナブルセラミックスとは

　マシナブルセラミックスは、金属のように容易

に機械加工が可能なセラミックス焼結体で、代表

的な材質としてはｈ-ＢＮや雲母などが使用されて

います。現在、多くのマシナブルセラミックスが

市販されていますが、他のセラミックスと比較し

て価格が高いことから非常に小さな市場に限られ

ています。

ｈ－ＢＮ焼結体

　窒化ホウ素（ＢＮ）は、周期表で炭素の両隣に位

置する元素からなる物質であり、炭素に類似した

性質を持っています。その中でｈ－ＢＮは、黒鉛に良

く似た結晶構造をしており、熱伝導率が高い、耐熱

性に優れる、他の物質との濡れ性が悪い、機械加工

性が非常に良いなどの特徴を有します。一方で、

黒鉛と異なるのは電気的性質で、１０００℃以上の高

温度域でも高い電気絶縁性を示します。このよう

な特徴を生かして、粉末では固体潤滑剤や離型剤

として、焼結体ではマシナブルセラミックスとし

て利用されています。耐熱部材など、現場での合

わせ込み加工が可能な材料として実用が見込まれ

ます。

　ｈ－ＢＮ焼結体は、加圧焼結法によって製造されて

います。ｈ－ＢＮは難焼結性であるため、酸化物を焼

結助剤として用い、非酸化性雰囲気を保持しなが

ら１６００℃～２３００℃で加圧焼結されています。した

がって、ｈ－ＢＮ焼結体の製造に大きなエネルギーを

必要とし、製造コストが高価となります。

　当事業では、製造コストとエネルギーの低減を

目的として、大気中・無加圧で、従来よりも低温の

１３００℃以下で焼成できるｈ－ＢＮ基焼結体の製造方法

を開発しました。

実験結果

　図１は、長石を焼結助剤として用いたｈ－ＢＮ基焼

結体の外観写真です。ｈ－ＢＮには安価な低純度粉末

を、長石には曹長石（ＮａＡｌＳｉ３Ｏ８）を使用しまし

た。焼成条件は、大気中・無加圧、１２００℃で焼成し

ました。これまで研究されていた高純度ｈ－ＢＮ・長

石複合焼結体と比較して、密度が約２０％増し、曲げ

強度が約５倍に向上しました。

図１　ｈ－ＢＮ基焼結体

おわりに

　今後は、原料粉末の選定や焼成温度などの焼成

条件を詳細に検討することで、さらなる性能向上

を目指します。

　当技術をご活用してくださる企業を募集してお

ります。ご興味をもたれた方は、お気軽にご連絡

ください。

参考文献：

山田、他２名、「長石を助剤として用いたｈ－ＢＮの低

温無加圧焼成における界面反応」、日本機械学会　

２００８年度年次大会講演論文集Ｖｏｌ．１、ｐｐ．２２５－２２６．

（金属技術研究室　山田　博行）
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工業研究所活用事例
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　当所は、地域に根ざした頼りがいのある中核研究機関を目指すとともに、積極的に技術開発をしようとする

企業のみなさまとともにそれぞれのオンリーワン技術の開発に取り組んでいます。

　お気軽に当所をご利用いただく参考として、過去に技術支援した事例を紹介します。

　機械部品を製造し納入したところ、納入先から摺動面の表面粗さが図面指
示範囲に入っていないと指摘された。自社では何度測定しても範囲内に
入っているので、対応に困っているとの相談を受けました。
　粗さパラメータはＲｚ表示で、相談者の測定値は納入先の測定値に比べて
２０～３０％低い値を示しており、両者の違いは明らかでした。ＪＩＳ規格はＲｚを
最大高さ粗さと呼び、輪郭曲線の山高さと谷深さの最大値の和で定義してい
ます。しかし、旧規格にも十点平均粗さと呼ぶＲｚがありました。これは、山
の高い順と谷の深い順にそれぞれ５番目までの平均差で定義されたもので、
最大高さ粗さと比べて数値は低くなります。今回の原因は図面のＲｚを十点
平均粗さと思い、旧規格で評価したために起きたものでした。従来から多く
使われてきた経緯から、現在はＲｚｊｉｓとして区別し継承されていますが、紛ら
わしい時は注記などで違いを記述することも必要です。

表面粗さの表示

　業種：機械・金属
　目的：品質管理
　　

　問合せ先
　　生産加工研究室
　　（０５２－６５４－９８７４）

　　日常、しばしば目にする、表面が白色に変色したアルミ箔の原因を知りた
いとの相談がありました。金属アルミニウムの表面が酸化して、酸化アルミ
ニウムを生成したためと容易に推測できましたが、科学的に説明するデータ
が必要とのことでした。このような場合に、ＸＰＳによる表面分析が有効です。
ＸＰＳ測定では表面から数ナノメートル程度までの深さの測定が可能である
ため、試料の最表層のみの情報を得ることができます。そこで、アルミ箔の
変色部位と金属光沢部位において、Ａｌ２Ｐのスペクトル測定を行い比較しま
した。その結果、変色部位では酸素と結合しているアルミニウムのピークの
みが検出されましたが、金属光沢部位では、それ以外に、酸素と結合してい
ない金属アルミニウムのピークも検出されました。この結果、白色変色した
アルミ箔表面が酸化によるものであることを科学的に証明することができ
ました。

白色化したアルミ箔のＸＰＳ
（Ｘ線光電子分光法）による
表面分析

　業種：化学
　目的：原因調査

　問合せ先
　　材料応用化学研究室
　　（０５２－６５４－９８５５）

　　組込みシステムの製品開発に利用可能なソフトウェア資産の提供を目的
として、各種オープンソースソフトウェアの開発及び公開を行っています。
一つの成果として、ルネサステクノロジ社のＭ１６Ｃ及びＭ３２Ｃプロセッサへ
リアルタイムＯＳ（ＴＯＰＰＥＲＳ/ＪＳＰ）カーネルの移植を行いました。
　　ＴＯＰＰＥＲＳ/ＪＳＰカーネルはＴＯＰＰＥＲＳプロジェクトのホームページ
　（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｔｏｐｐｅｒｓ．ｊｐ）よりダウンロードして利用できます（※）。現在
のところ娯楽・遊戯機器用部品の開発を行っている企業が、試作品開発に 
Ｍ３２Ｃプロセッサ向けに移植したＴＯＰＰＥＲＳ/ＪＳＰカーネルを利用しているの
を始め、数社の企業から製品及び試作品の開発に利用しているとの報告をい
ただいています。
　　※平成２１年１月現在、ＴＯＰＰＥＲＳプロジェクトにおけるＴＯＰＰＥＲＳ/ＪＳＰの
開発は終了し、後継ＯＳとしてＴＯＰＰＥＲＳ/ＡＳＰカーネルの開発が行われてい
ます。Ｍ１６Ｃ、Ｍ３２Ｃプロセッサ上でも利用が可能です。

オープンソース組込みリア
ルタイムＯＳの開発

　業種：電気・電子
　目的：製品開発

　問合せ先
　　情報・デバイス研究室
　　（０５２－６５４－９９４６）


